
 
 

 

 

 
 
 

２０２３年１０月３１日  
株式会社 愛 知 銀 行 

 

炭素会計プラットフォームの活用による温室効果ガス排出量算定および 

ファイナンスド・エミッション算定高度化への取組みについて 

 

 株式会社愛知銀行（頭取 伊藤 行記）は、ＳＣＳＫ株式会社（代表取締役 執行役員 社

長 當麻 隆昭、以下「ＳＣＳＫ」）の支援のもと、企業・金融機関・政府機関向け気候管理・

炭素会計プラットフォーム（ＣＭＡＰ）を提供するパーセフォニ社（本社：米国アリゾナ

州テンピ）の温室効果ガス（ＧＨＧ）排出量算定プラットフォームを活用し、算定高度化

への取組みを開始しますのでお知らせいたします。 

記 

１．本取組みの概要 

 気候変動問題への対応において、金融機関には自社のカーボンニュートラル推進はもち

ろん、Ｓｃｏｐｅ３を含めた排出状況の把握とお取引先企業の脱炭素化の取組み支援が求

められています。当行は、気候変動問題が地域社会やお客さま、当行の企業運営そのもの

に影響を及ぼす経営の重要課題の一つとしてとらえ、気候変動・環境問題への対応を強化

していくとともに、ＴＣＦＤ提言を踏まえた気候変動のリスク・機会に関する情報開示の

充実に努めています。 

このような状況下、当行はパーセフォニ社が提供する国際的な排出算定基準であるＧＨ

ＧプロトコルやＰＣＡＦ※に厳密に準拠する炭素会計プラットフォームを活用し、自社排出

量およびファイナンスド・エミッション（投融資先企業での温室効果ガス)の一元算定を開

始することといたしました。 

本件により、多数の投融資先のＧＨＧ算定を一括して行うことが可能となり、算定作業

を大幅に効率化するとともに、ファイナンスド・エミッションの分析・管理に取り組んで

まいります。さらに今後、お取引先企業に対しＧＨＧ算定ツールの提供や入力支援等を行

っていくことで、地域の脱炭素化への取組みを強化してまいります。 

※ＰＣＡＦ：金融向け炭素会計パートナーシップ（Ｐａｒｔｎｅｒｓｈｉｐ ｆｏｒ Ｃａｒｂｏｎ Ａｃｃｏｕｎｔｉｎｇ Ｆｉｎａｎｃｉａｌｓ）。

金融機関が投融資を通じて資金提供した先の温室効果ガスの排出を整合的に算定するための

枠組。ＴＣＦＤはファイナンスド・エミッションの算定手法としてＰＣＡＦを推奨しています。 

 

 

 

 



 

 

＜当行、ＳＣＳＫ、パーセフォニによるＧＨＧ算定高度化取組みイメージ＞ 

 

２．ＳＣＳＫについて 

 ＳＣＳＫ株式会社は、コンサルティングから、システム開発、検証サービス、ＩＴイン

フラ構築、ＩＴマネジメント、ＩＴハード・ソフト販売、ＢＰＯ（ビジネス・プロセス・

アウトソーシング）まで、ビジネスに必要なすべてのＩＴサービスをフルラインアップで

提供しています。また、ＩＴを軸としたお客様や社会との共創による、さまざまな業種・

業界や社会の課題解決にむけた新たな挑戦に取り組んでいます。パーセフォニの日本初と

なる国内代理店契約を２０２２年２月に締結。 

ｈｔｔｐｓ://ｗｗｗ．ｓｃｓｋ．ｊｐ 

 

３．パーセフォニ社について 

 パーセフォニ社は、気候変動管理・炭素会計プラットフォーム（ＣＭＡＰ）のリーディ

ングカンパニーです。企業や金融機関は、国際的な炭素会計基準であるＰＣＡＦやＧＨＧ

プロトコルに対応する当社のＳａａＳ型ソリューションを利用することにより、国内外の

ステークホルダーや規制当局が求める気候変動に関する情報開示業務を、高い信頼性、透

明性、利便性をもって行うことができます。パーセフォニ社のプラットフォームは、「炭素

分野のＥＲＰ（経営資源を統合的に管理し、経営の効率化を図る手法）」であり、スコープ

１から３までの（自社や国内外のサプライチェーン全体での）炭素管理の一元化を実現し、

企業は従来の経理業務と同様の厳密さと信頼性をもって、炭素会計・管理業務を進めるこ

とができます。 

ｈｔｔｐｓ：//ｗｗｗ．ｐｅｒｓｅｆｏｎｉ．ｃｏｍ/ｊａ/ 

以 上 
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